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２０２２年第４回定例会 代表質問：風見利男 

 

【質問】区民の暮らしを守るために、均等割のみの世帯へ区独自の

支援金支給について。 

 ４０年ぶりの急激な物価上昇で区民の暮らしは大変です。国は、

住民税非課税世帯に対し、１世帯あたり５万円の支給の支給を決め

ました。区は住民税非課税世帯約３０，６２８世帯（想定）に５万

円を支給します。 

 港区の２０２１年度末の課税者は１５４，０６８人、非課税者は

４５，９９９人、均等割のみは６，９２１人です。 

 国の給付金の対象外の均等割のみの世帯を対象に独自で給付金を

支給する自治体が増えています。北区や新宿区、足立区など支給額

に違いはありますが、暮らしへの影響が大きい、均等割のみの世帯

に支援金を支給しています。 

港区も均等割のみの世帯に支援金を支給すること。 

 

【答弁】令和４年度住民税均等割のみ課税世帯も含めた課税世帯が

家計急変した場合に、港区電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援
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給付金の支給対象となり、相談に応じています。 

 また、生活・就労支援センターでの家計改善支援員による家計相

談や、就労支援、港区社会福祉協議会の貸付金の紹介など、生活支

援を行っています。区で独自に住民税均等割のみ課税世帯に支援金

を支給することは考えていませんが、関係機関と連携して適切な支

援につなげていきます。 

 

【質問】年末年始の体制について 

①異常な円安、異常な物価高騰によって、誰もが、窮地におちいる

危険をはらんでいます。区民が緊急事態の時に頼るのは港区です。

年末年始（休みの期間）に相談できる体制をとること。 

 

②宿直、防災宿直だけでは対応できない。どのような体制でどのよ

うに取り組むのか明らかにすること。 

 

【答弁】①年末年始に食料や住まいにお困りの区民から相

談を受けた場合には、区役所での緊急食料の配布や、東京

都が実施する生活・居住支援事業等との連携を行い、支援
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していきます。 

また、路上生活者については、東京都と特別区が共同し

て運営する自立支援センターへの入所など適切に対応し

ていきます。 

 

②年末年始に限らず、夜間・休日等は宿直や防災宿直として管理職

が常時区役所に待機し様々な連絡を受けている。その際も緊急連絡

体制をそれぞれの分野で整備し、事態に応じて即時対応している。

年末年始に関しても生活に困窮された方が安心して生活できるよ

う、各地区総合支所区民課生活福祉係や生活就労支援センターにお

いて一人ひとりに寄り添った丁寧な対応ができるよう、体制を整え

活用していく。 

 

【質問】学校を含む、全ての職員のサービス残業についての、全面

的な調査について。 

①１１月１８日の総務常任委員会に「労働基準監督署からの改善指

導に関する区の対応について」の報告がありました。 

これは青山保育園と白金保育園で２年間にわたり、５８名の超過
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勤務手当２、８７４万円が未払い、サービス残業になっていたこと

の報告です。あってはならいことです。（超過勤務時間…１万９０８

時間、平均１８８時間、平均約５０万円） 

徹底した原因の究明と併せ、学校を含むすべての職場について 

サービス残業がないのか、全面的な調査を行い公表すること。 

サービス残業が判明したら、直ちに超勤手当を支給すること。 

 

②予算管理でなく、働いた分は正当に支払う仕組みにすること。 

 

③職員のサービス残業について二つ問題が考えられ、一つは人員が

不足していること、もう一つは予算管理のために予算を超えての申

請がしづらいことです。 

今回問題になった青山保育園の２年間の超過勤務手当の予算は、

今回明らかになった超過勤務手当の４分の１ほどでした。そのため、

まず予算管理を直さないと、安心して超過勤務を申請することがで

きない。 
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【答弁】①三田労働基準監督署からの改善指導に基づき、

青山保育園及び白金保育園において実態調査を行い、原因

について究明しました。 

原因としては、所属長等による労働時間の把握・管理等

が徹底されなかったことに加え、超過勤務手当を申請しづ

らい組織風土があったこと等が挙げられます。  

今後は、所属長等が職員の労働時間について、適正に把

握・管理するとともに、再発防止に取り組んでいきます。 

今後、全ての職場において時間外労働に関する調査を実

施し、実態の把握に努めその結果を公表していきます。 

調査実施後超過勤務として認められるものについては、適正に超

過勤務手当として支給していきます。 

 

②職員の超過勤務については、原則臨時的・例外的に行う

べきものとして労働時間の管理に努めていますが、所属長

の命令に基づき超過勤務を行う必要があった場合には、そ

の実績に応じて適正に超過勤務手当を支給しています。 
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③職員の時間外労働を含めた適正な労働時間の管理、超過が負担に

ならないようにすることは大変重要です。このような観点から今後

も適正な勤務時間の管理に努め、必要な超過勤務についてはそれに

要する手当を適正に支給していく。 

 

【質問】移動スーパーの誘致について 

ネットで、「今日は肉が食べたい！」と思っても、明治屋、リンコ

ス（六本木ヒルズ）、プレッシェ（ミッドタウン）といった高級スー

パーで生鮮食品を購入するのは少し敷居が高い。そんなときは六本

木通りを少し下って西麻布１丁目にある「マルシェロッポンギ西麻

布店」に行かれるのがよいかと思います。ところがこのお店が、ビ

ルの建て替えで転出を余儀なくされ、近くで店舗に使える場所を探

したが見つからず、閉店となりました。 

 港区民の多くは「買いもの難民」です。 

 各町会などの意見を聞き、必要な地域に生鮮３品・日用品などが

購入できる移動スーパーの誘致を進めること。 
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【答弁】区はこれまで青山地域において買い物弱者支援事

業として、都営住宅北青山三丁目アパート敷地内で自治会

や東京都、移動販売を行う事業者と調整し、青果店と鮮魚

店がそれぞれ週２日移動販売をしています。  

また、区内で大規模な開発等が計画される際は、必要な

地域について生活利便施設として生鮮３品などが購入で

きるスーパーマーケットの誘致を要望しています。 

引き続き各地区総合支所が中心となって、地域の要望等

をお伺いしながら関係部署と連携し、移動販売をはじめ地

域のニーズに合った買い物支援を検討していきます。 

 

【質問】区民交通障害保険について 

申込期間は２月１日から３月３１日のため、年度途中での加入が

できません。途中加入ができるよう再三質問してきました。担当部

署の努力で６月１日から翌年１月３１日までインターネットでの申

し込みができるようになりました。ネットに弱い人もいるのですか

ら、金融機関で途中加入ができるようにすること。 
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【答弁】区民交通傷害保険は、本年６月１日からインター

ネット受付を開始し、今年度分の途中からの受付やキャッ

シュレス決済が可能となりました。  

来年度分以降の受付については、令和５年２月１日以降

に通年でインターネットでの受付が可能となります。  

金融機関の窓口における年度途中の加入については、引

き続き損害保険会社に対し要請していきます。 

 

【質問】災害時の避難所の運営について 

①食事の提供について、災害が発生した場合先ずは命を守ること

が最優先されます。その後住民の健康を守り、気持ちを支えていく

ものの一つが食事です。しかし、被災された方の健康的な食事の支

援は後回しにされがちです。菓子パン、おにぎり、カップラーメン

等の偏りのある食事が続くことにより、カロリー過多栄養不足によ

る体調不良、食欲不振等の健康被害が起こることがあります。 

避難所での食事が元気の源になるようにすることが必要です。 

「みんなの炊き出し研究所」や「食べる支援プロジェクト」など、

避難時の炊き出しや避難時の食と栄養を研究する団体が増えていま
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す。 

海外を含め先進的に取り組んでいる団体の取り組みに大いに学ぶ

ことが必要です。 

暖かい食事の提供は、避難生活の大きな支えになります。 

どんな時でも給食施設が利用できるような設備にしておくこと。 

 

①キッチンカーの活用を検討することについて、すでにキッチンカ

ー協会と災害時の協定を結んでいる自治体もあります。一般社団法

人日本キッチンカー協会（東京支部は設立準備中）の協力を得るこ

とができれば、創意ある食事の提供が可能です。 

日本キッチンカー協会に協力を要請すること。 

 

【答弁】①食事の提供について避難所の給食施設は、被災

や電気・ガスなどのライフラインの途絶により調理設備そ

のものが使用できなくなることがあるため、ガスバーナー

を使用したかまどを配備することにより温かい食事の提

供ができるようにしています。 
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②キッチンカーの活用については事業者から実施上の課

題など聴取しており、今後区内にあるキッチンカー事業協

同組合と意見交換を予定しています。引き続き、活用に向

けて調査研究していきます。 

 

【質問】避難所の二酸化炭素濃度の測定について 

コロナの感染防止には換気が必要ですが、寒い時期は換気が大変

になります。避難者の健康維持のため、避難所の二酸化炭素濃度を

定期的に測定すること。 

 

【答弁】避難者の密集による新型コロナウイルス感染症の

感染拡大を防止するため、避難所となる小学校や中学校に

配備されている二酸化炭素濃度測定器を活用するととも

に、測定器のない避難所には配備していきます。 

 

【質問】女性が安心して避難できる施設について。 

（1）、着替え用の場所を独立して確保（テントでも可）すること。

（2）、洗濯場所、乾燥機、干し場を確保すること。 
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（3）、生理用ショーツや十分な量の生理用品の用意をすること。 

 

【質問】（1）女性の更衣室につきましては、専用のテン

トを全ての避難所向けに確保しています。 

（2）洗濯場所、乾燥機、干し場につきましては、施設ご

とに工夫して確保していきます。 

（3）現在、生理用品は約２万枚を備蓄しています。女性が安心して

避難生活を送ることができるようにするため、生理用ショーツやお

りものシート、風呂敷型の授乳ケープなどについても、今年度中に

追加配備していきます。 

 

【質問】介護保険の改悪を許さないこと 

３年に一度の制度改正に向け検討が始まっています。厚生労働省

が１０月 31 日の社会保障審議会に示した介護保険制度見直しの 7

つの論点はいずれも国民に負担増と給付減を押し付ける内容です。

実施されたら史上最悪の改正になると関係者から声が上がっていま

す。 

その改悪内容は、（1）要介護 1、２を保険給付費から外し、市区
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町村が運営する「総合事業」に移行する。 

（２）利用料の自己負担２割、３割の対象者を拡大する。 

（３）保険料徴収を現在の４０歳から年齢を引き下げる。サービス

の利用年齢を引き上げる。 

（４）介護老人保健施設（老健）などの多床室の部屋代の有料化 

（５）ケアープランの有料化 

（６）特養ホームなどに入所している低所得者の食費、居住費を減

額、補足給付費の対象要件の見直し 

（７）保険料負担を「高所得者」の負担を引き上げ、低所得者の負

担を抑える見直し 

など 7項目に上がります。 

年金が減らされる一方で、１０月からは７５歳以上の医療費の窓

口負担２割が導入されました。加えて介護保険制度で負担増や給付

減が導入されたら在宅介護を崩壊させる深刻な事態が起きることに

なります。 

10月 31日に開催された社会保障審議会介護保険部会では、要介

護1，2の総合事業への移行に反対する意見が続出。全国老人福祉施

設協議会など介護 8 団体も反対声明を出すなど、反発が広がってい
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ます。 

区民が安心して介護が受けられるよう、介護保険の改悪に反対す

るよう国に申し入れること。 

 

【答弁】区は、これまでも、国庫負担割合の引上げや制度

の見直しに当たっては、関係者の意見を十分踏まえ、持続

可能な制度を確立することなどについて、全国市長会や特

別区長会を通じて国に要望してきました。 

現在、国の社会保障審議会介護保険部会において、給付

と負担の在り方など、多面的な議論が行われています。  

介護保険制度の見直しへの反対を国に申し入れること

は考えておりませんが、必要な取組や支援策について、今

後も、特別区長会などを通じ国に要望していきます。 

 

【質問】第 9期の計画策定にあたり、港区独自での基金について 

①介護給付費準備基金（準備基金）の適正な額について、準備基金

は介護保険事業の財政の安定化のための仕組みで、給付の実績が計

画よりも少なかった場合に積立、不足した時に取り崩して充当しま
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す。これまで 7期の計画策定時に準備基金 6億円、8期の計画策定

時に 3.4 億円を投入して保険料を据え置いてきました。2022 年 8

月 30 日現在、準備基金の残額は約 18.7 億円です。（２０２２年度

末で２１億円になる見込みです。） 

計画策定時に給付費を多めに積算していないか。適正な基金の額

はいくらなのか。 

 

②基金を活用して、第 9期の保険料の引き下げを行うこと。 

 

【答弁】①準備基金は、想定を上回る給付費の増加や臨時

的な負担増があった際にも、計画期間の３年間の保険料を

変動させることなく安定的な制度を維持するために設置

しています。 

区はこれまでの間、計画期間の初年度に給付予定額の約

1％から2.4％の準備基金を積み立てることで保険料の大

幅な上昇を抑える等、効果的に基金を活用してきました。 

準備基金の適正額を金額などで一律に捉えることは困

難ですが、引き続き、保険料の基準額や給付額の見込みな
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どを十分考慮し、確実な制度運用に向け、過去の例も参考

に準備基金の積み立てを行っていきます。 

 

②介護保険制度では、安定的で持続可能な制度となるよう、

介護サービスの財源について、保険料と公費を一定の割合

で負担することが求められています。  

令和６年４月から令和９年３月までの３年間を適用期

間とする次期計画における介護保険料額の決定に当って

は、今後、国が示すとされている低所得者対策の方針を踏

まえつつ、現行の基金残高や今後の給付費の増加を適正に

見込んだ上で、丁寧に検討していきます。 

 

【質問】港区が独自で行っている保険料の軽減について、要件の見

直しを行うことについて 

 保険料の所得段階が 2 段階、3 段階の人を対象に、年間収入一人

世帯は 140 万円以下、預貯金額が一人世帯 300 万円以下、住民税

の課税者に扶養されていないことなど 5 つの要件に全て該当するこ

とが条件で、保険料が第 1 段階に引き下げられます。しかし、軽減
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を受けられた人は、2020年度（令和 2年）50人、2021年度（令

和 3年）46人とごく少数です。 

対象要件は、介護保険制度がスタートした200０年度、20年以上

も前に決めたものです。２０００年度の老齢基礎年金額は６７，０

１７円、２０２１年度の年金額は６５，７４１円と１，２７６円も

下がっています。 

年金が減らされる中、一生懸命にためた貯金が 300万円を超える

と保険料の軽減が受けられず、高い保険料を払わなければなりませ

ん。 

預金 300万円は他区を参考にしたとのことですが、港区は、家賃

が高額であることを理由に、港区独自に家賃・地代は年間 97万円ま

で控除を認めています。物価の高い港区ですから、預貯金の３００

万円を引き上げること。 

 

【答弁】介護保険料の所得段階が第２又は第３段階の被保

険者を第１段階へ軽減する要件については、軽減制度を開

始した平成１３年度に、他区の状況を踏まえ、設定したも

のです。 
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その後、区は、被保険者の所得段階に応じた介護保険料

をきめ細かく設定するなど、区独自の更なる低所得者対策

の充実に取り組んできました。 

現在、区が軽減の要件としている預貯金額３００万円の

妥当性については、引き続き、他自治体の情報を収集して

いきます。 

 

【質問】国民健康保険の子どもの均等割の廃止について 

他の健康保険にはない均等割が国民健康保険料を高くしていま

す。今年４月からは就学前の子どもの均等割が半額になりました。

それでも一人当たり２７，６５０円です。 

国民の世論と運動で、就学前子どもの均等割の軽減が実現しまし

たが、長い期間かかりました。国に要望すると同時に、各保険者が

独自に均等割をなくすことが国を動かすことにつながります。港区

独自で子どもの均等割を廃止すべきです。 

 

【答弁】国は、子育て世帯の負担軽減を図るため、本年４

月から全国一律に未就学児の均等割保険料の５割減免を
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実施しました。 

国民健康保険は、法に基づく国の制度ですから、自治体

がそれぞれの判断で独自に子どもの均等割を廃止するこ

とは適当でないと考えています。 

引き続き、特別区長会や全国市長会を通じ、子どもの均

等割軽減の対象年齢や軽減割合の拡大など、保険料の負担

軽減に向けた必要な措置を講じるよう国に要望していき

ます。 

 

【質問】終活、エンディングサポートについて 

（一人暮らしの６５歳以上の区民…８４０３人） 

身寄りのいない高齢者は「自分にもしものことがあったらどうし

よう」と、不安に感じている方の相談が増えています。超高齢社会

を迎えた今、人生の終わりに向き合いよりよい人生を過ごす終活サ

ポートに力を入れる自治体が増えています。 

終活サポートは、一人暮らし高齢者の孤立死を防ぎ、終末期の人

生を有意義に過ごすことにあります。終活サポートを利用すること
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で、葬儀や納骨など、死後の問題について元気なうちに解決してお

くことで心配事がひとつ減り、毎日をいきいきと過ごすことができ

ます。 

横須賀市で始まった終活サポートは、全国各地に広がっています。

先進的に取り組んでいる自治体を参考に、港区にふさわしい、終活

サポート事業に取り組むこと。 

  

【答弁】区では各地区の高齢者相談センターにおいて港区

社会福祉協議会と連携し、高齢者からの葬儀や相続などに

関する相談に応じるとともに、終活をテーマとした区民向

け講座も実施しています。 

講座では、弁護士や公証人が必要な死後事務やご自身が

望む葬儀の在り方なども紹介しており、参加者も多く受講

後のアンケート結果も好評です。  

今後も、港区社会福祉協議会や関係機関との連携をより一層強化

し、高齢者一人ひとりの状況や要望に応じた丁寧な相談や支援に努

めていきます。   
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【質問】小学生以下の子どものインフルエンザワクチン接種費用の

助成の拡大について 

 東京都は、新型コロナウイルス感染症と季節性インフルエンザの

同時流行を想定し、高齢者の重症化による医療負担を軽減する観点

から、高齢者のインフルエンザワクチン接種費用の助成を行うとの

報道がありました。 

港区への助成額はおおよそ６５５０万円です。この助成金を有効

に活用し、子育て支援策の一環として、２回接種が必要な小学生以

下の子どもへの助成額を増やすこと。 

  

【答弁】区は子どものインフルエンザ予防接種事業につい

て、発症及び重篤化の予防効果や回避できる社会的損失等

を勘案した上で助成額を決定しており、実質的に無料での

接種が可能であるため助成額は妥当なものであると考え

ています。 

 

【質問】エレベーターに「地震時最寄階停止装置」設置費助成につ
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いて 

港区は、シティハイツ竹芝での高校生の死亡事故を受け、戸開走

行保護装置の設置費助成を始めました。地震時最寄階停止装置を一

緒にやれば設置費を助成する仕組みです。 

遺族を中心にした運動の結果、２００９年９月２８日以降のエレ

ベーターには、戸開走行保護装置と地震時最寄階停止装置の設置が

義務化されましたが、既設のエレベーターは除外されているだけに、

港区の助成制度は重要です。 

地震時最寄階停止装置のみの改修工事も助成すること。 

 

【答弁】区は、日常的に危険性のある戸開走行の防止を最

優先に考え、戸開走行保護装置の設置を助成しています。

さらに、より安全性を確保するため、地震の際に最寄階に

停止する地震時管制運転装置も併せて助成対象としてい

ます。 

エレベーターの安全確保のためには、戸開走行事故と地

震時の閉じ込めの両方の安全性を高めることが、区民の安

全・安心につながると考えています。 
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引き続き、区の制度の趣旨や内容を丁寧に説明し、エレ

ベーター改修の機会を捉えて、戸開走行保護装置と地震時

管制運転装置の両方の設置が進むよう働きかけていきま

す。 

 

【質問】学校給食費の無償化について 

①コロナ禍で職を失ったり、給料が増えないなど区民生活は深刻で

す。子どもの貧困が７人に１人といわれる中、港区を含め多くの自

治体が、地方創生臨時交付金を活用して学校給食費の値上げを抑え

ています。さらに、多くの自治体が無償化を進めています。東京都

内では、すでに 1町 4村が学校給食費を無償にしており、来年 4月

からは葛飾区が無償化に踏み出します。 

港区は、物価も高い、家賃も高い、日本一大変な中で子育てしな

がら頑張っているのです。本来であれば、港区が真っ先に無償化に

踏み出すべきことです。 

4月から学校給食の無償に踏み出すこと。 

 

②学校給食の運営は、異常な物価高騰によって大変な状況です。 
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学校給食は児童・生徒の健康と成長にとって極めて重要です。 

給食の運営に支障が出ないよう、資金援助すること。 

 

③現在、約４０年ぶりの経験したことのないような急激な物価の上

昇で、とりわけ子育て世帯の負担増は深刻です。区には区民の共有

財産である１，８８９億円の積立金があり、その一部を取り崩すだ

けで学校給食費の無償化は実現する。子育てするなら港区、教育の

港区が率先して無償化に取り組むべきと考えます。 

 

【答弁】①学校給食費の無償化について、学校給食の食材

費は学校給食法において保護者負担とされている中、教育

委員会では商店街とのコラボメニュー食材や特別栽培農

産物等の購入費用の一部公費負担、就学援助での給食費全

額助成など、様々な保護者負担軽減策を実施しています。 

引き続き国の責任において学校給食費の無償化を実施するよう要

望していくとともに、これまでの区立小・中学校への様々な支援を

踏まえ教育費の保護者負担の在り方について検討していきます。 

 



24 

 

②教育委員会では、食材費が高騰する中、本年６月から学

校給食で使用する全ての白米を公費負担とし、学校給食費

の保護者負担額を据え置いています。 

また、引き続く食材費の高騰を受け、１０月からは、保

護者負担額の約４％に当たる、給食１食当たり約１０．７

円分の追加支援も実施し、保護者負担額を据え置きながら

も確実に学校給食を提供しています。 

引き続き、子どもたちに喜ばれる質の高い学校給食の安

定的な提供に努めてまいります。  

 

③教育委員会は、物価高騰等に対応し給食で使用する白米の全額公

費負担など、様々な支援により保護者負担額を据置き給食を提供し

ている。引き続き安定した学校給食を子どもたちに提供していくと

ともに、教育の港区を更に推進するため子どもたちの教育の質を向

上させるための効果的な支援策について、現在検討を進めている。 

 

【質問】鉄道開業１５０周年記念講演会＆シンポジウム（以下「シ

ンポジウム」）と５・６街区の高輪築堤の完全保存と公開について 
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①１１月６日、シンポジウム「高輪築堤から考える日本の鉄道」が

開かれました。 

定員１７０人に対し、３２２人が申し込みました。関心が高いと

いうことです。中身の濃いシンポジウムでした。抽選に外れてしま

った人や、関心がある人にシンポジウムの内容が分かる動画や、冊

子を作るなど、記録にし、希望者に頒布すること。 

 

②シンポジウムの最後に発言した谷川章雄先生は、「５・６街区につ

いては試掘が行われ、鉄道遺構は比較的よく残っていると思う」、「日

本考古学協会をはじめとする学会であるとか、イコモスのヘリテー

ジ・アラートが発出されたり非常に注目度が高い」、谷川先生が委員

長の「高輪築堤の調査・保存等検討委員会（以下「検討委員会」と

いう。）では、「築堤の現地保存を考慮した開発計画を要望している」

と述べました。 

この間の検討委員会では、発掘された高輪築堤が一部しか保存で

きなかったことに苦渋の思いを述べ、委員の先生、文化庁の役人も

「５・６街区は現地保存したい」との意見が述べられています。 

港区教育委員も、昨年５月に５・６街区について、「現地保存を考
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慮した開発計画とするよう」要請しています。 

シンポジウムも成功裏に終わった新たな段階です。文化庁や東京

都教育委員会等、関係機関と相談し、共同して、JR東日本に「５・

６街区の完全保存・公開」を要請すること。 

 

【答弁】①今月、１１月６日に開催した鉄道開業１５０周

年記念講演会とシンポジウムには、当日１３５人が参加し

ました。 

この場では自由な議論を行えるよう、登壇者の希望に応

じた、公開を前提としない資料を多く使用しています。 

このため、これらの資料を基に、動画や冊子等の記録を

作成し、配布することは予定していませんが、講演会とシ

ンポジウムの概要をまとめて、来月には区ホームページで

公開し広く周知していきます。 

 

②教育委員会では昨年５月に高輪築堤跡の現地保存を考

慮した開発計画を策定するよう、ＪＲ東日本に要望書を発

出するとともに、文化庁、東京都教育委員会等とこれまで
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も協力して取り組んでいます。 

改めてＪＲ東日本に５・６街区の完全保存・公開を要請

することは予定していませんが、引き続き区民の貴重な財

産である高輪築堤跡を後世に継承していくため、文化庁、

東京都教育委員会等の関係機関と連携して取り組んでい

きます。 

 

【質問】神宮外苑の再開発について 

今、イチョウ並木は葉が色づき、陽光に映えて金色に輝いていま

す。連日観光客が訪れ、土日はラッシュ状態です。 

このイチョウに異変が起きていることを、日本イコモス国内委員

会が１１月１０日、都庁で記者会見し、一部が枯れるなど生育状況

に問題があるとの調査結果を公表しました。日本イコモス理事の石

川幹子中央大学研究開発機構教授が１０月～１１月、樹木医の濱野

周泰（ちかやす）東京農大客員教授と共同でイチョウ並木１４６本

を調査した結果です。 

調査によると６本のうち１本は４段階で最低の D「著しい枯損」

と評価。残り５本は C「要注意」と評価されました。D と評価され
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たイチョウ（高さ２３㍍、幹回り２㍍８３センチ、枝張り１０㍍）

は、黄色い葉を輝かせる周囲のイチョウとは対照的に、上半分ほど

の葉が全て落ちて幹や枝がむき出しになっています。 

６本すべてが４列の並木のうち、飲食店やテニス場が接近する西

側の一列に集中しています。 

浜野教授は、再開発で新神宮球場がつくられた場合、８㍍しか離

れていないことから「変化がより大きくなる可能性がある」と懸念

を示しています。 

石川教授らは都環境影響評価審議会で示されなかった、再開発に

伴う樹木の検証可能な「毎木調査」のデーター提示を事業者に求め

ました。その結果公表されたのは、２０１８年１２月～１９年１月

に行われた４年前のもの。９割以上を「健全」とする A 評価で、残

りも「比較的良好」の B 評価。今回問題が指摘された６本はいずれ

もA評価です。 

イコモスは事業者に対し、現地での共同調査を求めています。イ

チョウ並木、明治神宮外苑の樹木、緑、景観、環境を守るためにも、

共同調査を実施するよう、事業者に要請すること。 
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【答弁】一般社団法人日本イコモス国内委員会は、本年１０月３日

付けの提言において、事業者に対して、神宮外苑の樹木の共同調査

を求めています。 

区は、この提言を、港区の優れた景観である銀杏並木を

保全し、緑豊かな風格ある都市景観への配慮を求める貴重

な提言と受け止めていることから、事業者に対して、共同

調査への対応を求めていきます。 


